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資料１

中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会（第18回）



今後の戦略検討会で議論すべき事項、スケジュール（案）について

2025年度以降2024年度2023年度

最終処分の
方向性の検討

減容・再生利用
技術の開発

再生利用の推進

全国民的な
理解の醸成等

中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略（～2024年度）

・飯舘村長泥地区での実証事業を中心とした理解醸成の推進
・現地見学会等の継続実施
・双方向のコミュニケーションの取組
・次世代への理解醸成活動 ・SNS等による理解醸成活動

・除去土壌等の発生量、放射能濃度の整理
・再生利用見込み量の検討
・最終処分場の構造、必要面積の検討
・最終処分に関する放射線安全性評価
・トータルコストの検討
・埋立処分基準省令の検討・策定

・技術実証の進捗整理
・今後実施する技術実証項目の抽出、実施
・技術の組み合わせの検討 ・処理コストの整理・検討
・技術を踏まえた最終処分場の構造の検討

再生利用の本格化の推進

再生利用基準省令・技術ガイドライン（手引き）の検討・策定

実証事業
（農地造成【福島県飯舘村】、道路盛土【中間貯蔵施設内】）

最終処分方式の具体化

最終処分場の整備

最終処分地の
調査検討、調整

最終処分場への搬入

取り出し・搬出方法、
跡地利用の検討

IAEA

・進捗状況のレビューや課題等の議論
・再生利用・埋立処分基準省令・技術ガイドライン等の検討
（基準は放射線審議会、パブリックコメントを経て策定予定）

専門家会合（計３回程度）
報
告
書

戦略検討会
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検討会の体制図

中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会

技術ＷＧ再生利用ＷＧ地域ＷＧＣＴ

各
Ｗ
Ｇ
等

中間貯蔵施設にお
ける除去土壌等の
減容化技術等検討
ワーキンググルー

プ

中間貯蔵施設におけ
る除去土壌等の
再生利用方策検討

ワーキンググループ

中間貯蔵施設におけ
る除去土壌等の再生
利用及び最終処分に
係る地域の社会的受
容性の確保方策等検
討ワーキンググルー

プ

コミュニケーショ
ン

推進チーム

※ 減容技術等の評
価や技術の組み
合わせ、最終処
分等の検討

※ 再生資材化した
除去土壌を安全
に利用する方策
について検討

※地域とのコミュニ
ケーションや地域共
生のあり方について
検討

※ 再生利用や最終
処分に関する理
解醸成活動につ
いて検討
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再生利用WG 概要

＜目的＞
再生資材化した除去土壌を安全に利用する方策について検討する。

① 実証事業等で得られた知見の整理・評価
② 中間貯蔵除去土壌等を再生資材化し、安全に利用する方策の検討

＜検討事項＞

◎座長 ＜再生利用ＷＧ 実施スケジュール＞

主な議事
復興再生利用に係るガイドライン
（案）について

令和４年８月３日 第１回

令和５年９月５日 第３回
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令和５年３月16日 第２回

令和６年１月19日 第４回

令和６年４月23日 第５回

令和６年６月12日 第６回

国立環境研究所 福島地域協働研究拠点
廃棄物・資源循環研究室 室長

遠藤 和人

日本大学大学院 法務研究科（法科大学院） 教授小幡 純子

京都大学大学院 地球環境学堂 教授◎勝見 武

國學院大學 法学部 法律学科 教授川合 敏樹

北海道大学 大学院工学研究院
環境循環システム部門 資源循環材料学研究室 教授

佐藤 努

東北大学大学院 工学研究科
量子エネルギー工学専攻 教授

新堀 雄一

農業・食品産業技術総合研究機構
本部企画戦略本部 上級研究員

万福 裕造

土木研究所 地質・地盤研究グループ
グループ長

宮武 裕昭

農業・食品産業技術総合研究機構
農村工学研究部門 農地基盤情報研究領域

農地整備グループ グループ長
宮本 輝仁

明星大学 理工学部 総合理工学科 環境科学系 教授宮脇 健太郎

令和６年９月17日 第７回（合同WG）

令和６年11月15日 第８回

令和６年12月26日 第９回

＜委員名簿＞



4

技術WG概要

東京大学 環境安全本部 教授飯本 武志

国立環境研究所 福島地域協働研究拠点
廃棄物・資源循環研究室 室長

遠藤 和人

日本アイソトープ協会 常務理事大越 実

国立環境研究所 フェロー◎大迫 政浩

上智大学大学院 地球環境学研究科 教授織 朱實

京都大学大学院 地球環境学堂 教授勝見 武

日本原子力研究開発機構 福島廃炉安全工学研究所
安全管理部次長

川瀬 啓一

北海道大学 大学院工学研究院
環境循環システム部門 資源循環工学分野 教授

佐藤 努

電力中央研究所 サステナブルシステム研究本部
生物・環境化学研究部門 副研究参事

杉山 大輔

京都大学大学院工学研究科 都市環境工学専攻 教授高岡 昌輝

東京科学大学 理事特別補佐（特任教授/名誉教授）竹下 健二

日本原子力研究開発機構
安全研究センター 燃料サイクル安全研究ディビジョン
ディビジョン長

武田 聖司

＜目的＞ これまでに技術実証を通じて蓄積された減容技術等について評価するとともに、実用可能な技術を
抽出し、除去土壌等の減容化システムの構築に向けた技術の組み合わせ等の検討を行う。さらに、
これらの検討を踏まえ、最終処分に向けた検討を行うことを目的とする。

① これまで開発・実証されてきた除去土壌等の
減容技術等（分級、熱処理、飛灰洗浄、安定化等）
について評価するとともに、実用可能な減容技術等
を抽出。

② ①の検討を踏まえ、技術の組み合わせ等を検討。
③ ①、②の検討を踏まえ、最終処分シナリオの検討、

最終処分場の構造・必要面積の検討、放射線安全に
関する検討、最終処分に係る基準の検討等を行う。

＜検討事項＞＜委員名簿＞
◎座長

＜技術ＷＧ 実施スケジュール＞

令和４年９月12日 第１回

主な議事
減容技術等の組合せ、評価等について
最終処分について

令和５年２月28日 第２回

令和５年９月27日 第３回

令和６年１月12日 第４回

令和６年４月25日 第５回

令和６年７月12日 第６回

令和６年９月17日 第７回(合同WG)

令和６年９月30日 第８回

令和７年１月20日 第９回
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コミュニケーション推進チーム（ＣＴ） 概要

北海道大学 大学院文学研究院 行動科学分野 教授
社会科学実験研究センター長

大沼 進

長崎大学 原爆後障害医療研究所
国際保健医療福祉学研究分野 教授

◎高村 昇

北海道大学 大学院工学研究院 環境循環システム部門
資源循環工学分野 環境地質学研究室 客員教授

竹田 宜人

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構
本部企画戦略本部 上級研究員

万福 裕造

国立研究開発法人 産業技術総合研究所
地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門

地圏化学研究グループ グループ長
保高 徹生

＜目的＞
中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略（平成28年4月、環境省）に示す、中間貯蔵

開始後30 年以内の福島県外での最終処分を実現するためには、再生利用や最終処分に対する全国
民的な理解が必要不可欠である。

理解醸成活動を効率的かつ効果的に実施するため、有識者や関連機関と協力して企画・実施・
評価・改善（ＰＤＣＡ）を行いながら理解醸成活動を実施していく。

（１）理解醸成活動の企画・運営のあり方の検討
様々な媒体を通じた広報、説明会等の対話、関係者の意見聴取など、理解醸成活動の企画、
運営の方針等を検討する。

（２）中間目標、戦略目標の検討
技術開発戦略工程表の「4.全国民的な理解の醸成等」についての中間目標、戦略目標を具体化
し、その進捗状況をレビューする。

＜検討事項＞

＜委員名簿＞ ◎座長 令和４年11月15日 第５回

＜ＣＴ 実施スケジュール＞

令和５年３月８日 第６回

主な議事
理解醸成等の取組状況
取組目標の達成状況と今後の課題
来年度の理解醸成等の実施計画（案）

令和５年９月25日 第７回

令和６年３月８日 第８回

令和６年11月５日 第９回

令和６年12月23日 第10回
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地域WG 概要

国立大学法人北海道大学大学院 工学研究院
環境循環システム部門 資源循環工学分野 教授

◎佐藤 努

国立研究開発法人国立環境研究所 資源循環領域 領域長大迫 政浩

ジャーナリスト 環境カウンセラー崎田 裕子

西南学院大学 法学部 法律学科 教授勢一 智子

国立大学法人東京大学大学院 情報学環
総合防災情報研究センター 教授

関谷 直也

東北工業大学工学部 都市マネジメント学科 准教授泊 尚志

国立研究開発法人 産業技術総合研究所
地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門
地圏化学研究グループ グループ長

保高 徹生

＜目 的＞

除去土壌等の再生利用及び最終処分に係る地域社会における社会的受容性の向上のため、地域
とのコミュニケーションや地域共生のあり方等について検討を行う。

（１）再生利用・最終処分の実施に係る地域とのコミュニケーションのあり方に係る事項
（２）再生利用・最終処分の実施に係る地域共生のあり方に係る事項
（３）その他、再生利用・最終処分に係る地域社会における社会的受容性の向上に関して必要となる
事項

＜検討事項＞

＜委員名簿＞ ◎座長

令和６年１月17日 第１回

＜地域WG 実施スケジュール＞

主な議事
論点整理・論点に対する考え方（案）
技術開発戦略とりまとめ（案）（地域ＷＧ
関係）

令和６年10月31日 第２回

令和６年12月25日 第３回
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技術開発戦略とりまとめ、復興再生利用の基準・ガイドライン策定
に向けた進捗状況

○技術開発戦略のとりまとめに向けて、本検討会での議論、パブリックコメントを経て、年度末まで
にとりまとめを目指す。
○復興再生利用の基準・埋立処分基準の案について、放射線審議会における審議を経て、本
年度末までの策定を目指す(パブリックコメントは現在実施中)。
○ガイドライン（案）についても検討を進め、併せて年度末までの公表を目指す。

復興再生利用
ガイドライン

復興再生利用基準・
埋立処分基準

技術開発戦略

合同検討会（両基準）戦略検討会（第17回）10月3日
放射線審議会①10月29日
放射線審議会②12月10日

再生利用ＷＧ12月26日
戦略検討会（第18回）
（戦略とりまとめ素案）

1月23日

ガイドラインは、再生利用
WG、戦略検討会等におい
て検討後、公表。

基準（省令）は本年度末
までに公布（パブリックコメン
トは現在実施中）。

最終処分場の構造・必要
面積を含め、とりまとめ案に
ついてパブリックコメントや検
討会での議論の後、公表。

本年度末まで



福島県内除去土壌等の県外最終処分の実現に向けた再生利用等推進会議について

○ 福島県内の除去土壌等の県外最終処分の実現に向けて、除去土壌の再生利用等による最終処分
量の低減方策、風評影響対策等の施策について、政府一体となって推進するため、閣僚会議※を
設置。第１回を昨年12月20日に開催。

（※）閣僚会議について
・会議の名称：福島県内除去土壌等の県外最終処分の実現に向けた再生利用等推進会議
・原子力災害対策本部決定により設置。議長：官房長官、副議長：環境大臣、復興大臣、
構成員：内閣総理大臣を除く他の全ての国務大臣

○ 第１回会議では、本年春頃までに「再生利用の推進」「再生利用等の実施に向けた理解醸成・
リスクコミュニケーション」「県外最終処分に向けた取組の推進」に係る基本方針をとりまとめる
とともに、本年夏頃のロードマップのとりまとめ及び各府省庁が一丸となって再生利用の案件を
創出するべく、取組を進めていくよう、議長より検討指示。

＜第一回閣僚会議の様子＞


